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事 務 連 絡

平成１６年２月２日

都道府県・保健所設置市

自動車リサイクル法担当課長 殿

フロン回収破壊法担当課長 殿

環境省

大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室長

地球環境局環境保全対策課フロン等対策推進室長

経済産業省

製 造 産 業 局 自 動 車 課 自 動 車 リ サ イ ク ル 室 長

製 造 産 業 局 オ ゾ ン 層 保 護 等 推 進 室 長

使用済自動車の再資源化等に関する法律の施行に向けた引取業者

及びフロン類回収業者の登録番号の整備等について

「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律 （平成１３年」

法律第６４号、以下「フロン回収破壊法」という ）の施行及び「使用済自動車の再資源。

化等に関する法律 （平成１４年法律第８７号、以下「自動車リサイクル法」という ）の」 。

施行準備につきましては、平素より御尽力いただき厚く御礼申し上げます。

さて、自動車リサイクル法の施行に関しましては、登録番号の整備を前もって行ってい

ただく等の必要がありますので、下記に御留意の上、施行準備等に遺漏のないようによろ

しくお願いいたします。

記

１ 引取業者及びフロン類回収業者の登録番号の整備等について

自動車リサイクル法の本格施行日（平成１７年１月１日）において、フロン回収破壊

法に規定される第二種特定製品引取業者及び第二種フロン類回収業者の登録を受けてい

る者は、自動車リサイクル法に規定される引取業者及びフロン類回収業者の登録を受け

たものとみなされることとなる（第二種特定製品引取業者及び第二種フロン類回収業者

から引取業者及びフロン類回収業者への自動移行 。）

この際、業の登録方法はフロン回収破壊法に基づく「事業所ごと」から自動車リサイ

クル法に基づく「事業者ごと」に変更され、登録事務の実施主体はフロン回収破壊法に

基づく「都道府県及び政令市」から自動車リサイクル法に基づく「都道府県及び保健所

設置市」に変更される。

このため、自動車リサイクル法の本格施行日（平成１７年１月１日）以降から使用さ

れる引取業者及びフロン類回収業者に関する登録番号を事前に整備する必要がある。
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、 （ 、自動車リサイクル法においては 引取業者による預託確認及び関連事業者 引取業者

フロン類回収業者、解体業者、破砕業者）による電子マニフェストを利用した移動報告

が義務づけられており、このため関連事業者に都道府県及び保健所設置市への登録・許

可申請とは別に （財）自動車リサイクル促進センター（以下「センター」という ）が、 。

運営管理する自動車リサイクルシステム（資金管理システム及び電子マニフェストシス

テム等）を利用するための事業者登録（以下「システム登録」という ）を行っていた。

だく予定である。関連事業者からセンターへのシステム登録申請については、引取業者

からの受付を本年４月から開始し、フロン類回収業者、解体業者及び破砕業者からの受

付を本年７月から開始する予定である。このため、以下の事務のうち、引取業者に関す

るものは本年３月末までに、フロン類回収業者に関するものは本年６月末までに完了し

ていただくことをお願いする。

（１）引取業者及びフロン類回収業者の登録番号の整備

①都道府県から管内の保健所設置市への登録事業所情報の振り分け

登録番号の整備にあたっては、まずフロン回収破壊法の登録事務の実施主体である各

都道府県にて保有しているフロン回収破壊法の登録事業所情報を、自動車リサイクル法

の登録事務の実施主体である当該都道府県と管内の保健所設置市に振り分けることが必

。 、 。要となる なお 各政令市は保健所設置市であるためこの振り分け作業は必要としない

ⅰ）管内に保健所設置市がある都道府県

都道府県は管下の登録事業所情報を精査し、このうち管内の保健所設置市内に存在す

る事業所を特定した上で、当該事業所情報を保健所設置市に提供するようお願いする。

ⅱ）管内に保健所設置市がない都道府県及び政令市

管内に保健所設置市が存在しない都道府県及び政令市については、フロン回収破壊法

と自動車リサイクル法とでは管轄区域に変更がないことから、事業所情報を振り分ける

作業は発生しない （②の名寄せ作業が円滑に進むよう登録事業所情報の精査が必要）。

②都道府県及び保健所設置市における名寄せ作業

①の作業により自動車リサイクル法の登録事務の実施主体である都道府県及び保健所

設置市において、管轄すべき登録事業所情報を保有することとなる。都道府県及び保健

所設置市においては、登録事業所のうち同一事業者であるものについて名寄せを行い、

保有する情報を事業者情報に組み替えるようお願いする。

「名寄せ作業のイメージ」

Ａ事業者ａ事業所
Ｂ事業者ｂ事業所
Ｃ事業者ｃ事業所
Ａ事業者ｄ事業所
Ａ事業者ｅ事業所
Ａ事業者ｆ事業所
Ｂ事業者ｇ事業所
Ｂ事業者ｈ事業所
Ｃ事業者ｉ事業所

Ａ事業者 ａ事業所

Ｂ事業者

Ｃ事業者

ｄ事業所
ｅ事業所
ｆ事業所

ｂ事業所
ｇ事業所
ｈ事業所

ｃ事業所

ｉ事業所

［事業所情報」 ［事業者情報」

名寄せ作業
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③自動車リサイクル法登録業者の登録番号の整備

②の作業により自動車リサイクル法の登録事務の実施主体である都道府県及び保健所

設置市において、第二種特定製品引取業者及び第二種フロン類回収業者から引取業者及

びフロン類回収業者への自動移行の対象となる登録事業者情報を保有することとなる。

都道府県及び保健所設置市においては、各登録事業者ついての引取業者及びフロン類回

収業者の登録番号の整備をお願いする （引取業者及びフロン類回収業者の登録番号の。

体系については、別添１のとおりとするので参照されたい ）。

（２）引取業者及びフロン類回収業者の登録予定番号の通知

引取業者及びフロン類回収業者に関するシステム登録においては、システム登録申請

者が第二種特定製品引取業者及び第二種フロン類回収業者から引取業者及びフロン類回

収業者への自動移行の対象となる事業者であることを確認することが必要となる。

また、自動車リサイクル法本格施行後、センターから都道府県又は保健所設置市に対

し遅延報告などの情報提供を行う際には、各事業者情報として登録・許可番号について

も提供を行う予定である。このため、関連事業者からのシステム登録の際には、引取業

者及びフロン類回収業者の登録番号についてもシステム登録申請書に記載することが必

要となる。

以上を踏まえ、関連事業者からのシステム登録の受付開始前に（１）で整備された引

取業者及びフロン類回収業者の登録予定番号について、各事業者に通知するようお願い

したい（登録予定番号通知書の発送 。その際、当該登録予定番号通知書には、管轄区）

域内のすべての事業所の名称及び所在地並びにフロン類回収業者に関しては回収するフ

ロン類の種別についても明記していただくようお願いする（システム登録の際には、当

該登録予定番号通知書の写しを添付書類とする （登録予定番号通知書を発送した後に）。

フロン回収破壊法に基づく変更の届出が行われた場合は、フロン回収破壊法の登録通知

書に加え自動車リサイクル法の登録予定番号通知書についても再度発送することが必要

となる。その際の自動車リサイクル法の登録予定番号通知書には、管轄区域内のすべて

の事業所の名称及び所在地並びにフロン類回収業者に関しては回収するフロン類の種別

についても明記していただくようお願いする ）なお、自動車リサイクル法の登録予定。

番号通知書（案）を別添２のとおり示すので参考にされたい。

（３）フロン回収破壊法に基づく第二種特定製品引取業者及び第二種フロン類回収業者の

登録申請書の移管について

都道府県から管内にある保健所設置市に振り分けられた引取業者及びフロン類回収業

者のフロン回収破壊法に基づく各事業所毎の登録申請書類は、自動車リサイクル法の本

格施行後に、当該保健所設置市へ移管手続きが必要なことに留意されたい。

２ 解体業者及び破砕業者からの許可申請書等について

解体業者及び破砕業者については、本年７月１日から許可申請及び「廃棄物の処理及

び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号、以下「廃棄物処理法」という ）の。

許可を受けている者からの届出が開始される。また、既述のとおり、同じく本年７月か

らシステム登録受付も開始される。
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システム登録においては、許可申請済みであること（審査中）又は許可済みであるこ

とを確認することが必要となる。また、引取業者及びフロン類回収業者と同様に情報管

理センターから都道府県又は保健所設置市に対し遅延報告などの情報提供を行う際に

は、解体業者及び破砕業者情報として許可番号についても提供を行うことが想定されて

いる。

このため、以下の事務をお願いする。

（１）許可申請書及び届出書への事業所情報記載の徹底等

申請書への事業所名の記載の徹底については、昨年夏に開催した「自動車リサイクル

法に関する都道府県等ブロック会議」の際に既にお願い済みであるが、申請書及び届出

書への事業所の名称及び所在地の記載の徹底について再度お願いする。

また、許可申請時または届出時に事業者からの特段の要請がなくとも、申請書または

届出書に受付印を押したものの写しを事業者に手渡していただき（または、申請書また

は届出書の副本がある場合は、受付印を押して返却いただき 、その保管に留意するよ）

う指導いただくことについても、昨年夏の「自動車リサイクル法に関する都道府県等ブ

ロック会議」の際に既にお願い済みであるが、その徹底について再度お願いする（許可

審査中の事業者からのシステム登録の際には、当該申請書または届出書の写しを（許可

取得時に別途許可証の写しの提出が必要となる 、許可済みの事業者からのシステム登）

録の際には、許可証または届出受理書の写し、及び当該申請書または届出書の写しを添

付書類とする 。）

３ 関連事業者のシステム登録に必要な書類の備え付けについて

既述のとおり、関連事業者から自動車リサイクルシステムへのシステム登録受付につ

、 、 、いては 引取業者からのシステム登録の受付を本年４月から開始し フロン類回収業者

解体業者及び破砕業者からのシステム登録の受付を本年７月から開始する予定である。

システム登録に必要となる申請書等については、関係業界団体経由で事業者に配布す

ることを検討しているが、こうした関係業界団体に所属していない事業者も存在するこ

とを鑑みれば、都道府県及び保健所設置市の登録・許可申請窓口にシステム登録に必要

となる申請書類等の備え付けをお願いする。

４ フロン回収破壊法の第二種特定製品、第二種特定製品引取業者及び第二種フロン類回

収業者等に係る経過措置等について

（１）第二種特定製品について

自動車リサイクル法の本格施行日前（平成１６年１２月３１日まで）に引き取った

第二種特定製品 以下 旧特定製品 という 及び同製品から回収したフロン類 以（ 「 」 。） （

下「旧フロン類」という ）に関しては、自動車リサイクル法附則第１９条の規定に。

より、フロン回収破壊法の規定が適用されることに留意されたい。

（２）第二種特定製品引取業者について

第二種特定製品引取業者については、自動車リサイクル法附則第１９条により「旧

特定製品」に関する限りにおいて、第二種フロン類回収業者への引渡義務、自動車フ
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ロン類管理書の保存義務、都道府県及び政令市による指導・助言・報告徴収・勧告・

命令等の条文が「なお効力を有する」とされていることに留意されたい。

ただし 「なお効力を有する」とされる条文には、登録、登録の更新、登録簿の閲、

覧等の規定は含まれていない。

（３）第二種フロン類回収業者について

第二種フロン類回収業者については、旧フロン類に関し、引取・引渡義務、都道府

県知事等による指導・助言等の規定の他、登録、登録の更新、登録簿の閲覧等の規定

についても「なお効力を有する」とされていることに留意されたい。

（４）フロン回収破壊法の効力の終了措置等について

法制度上は、旧フロン類が存在する限り、第二種フロン類回収業者においては引き

続き都道府県及び政令市に対する実績報告等が必要となり、都道府県及び政令市にお

いても引き続き登録事業者に係る管理事務が必要となることに留意されたい。

このため、フロン回収破壊法を所管する部局は自動車リサイクル法を所管する部局

と協力し、第二種特定製品引取業者及び第二種フロン類回収業者に対して、自動車リ

サイクル法への移行内容を周知徹底するとともに、移行に際しては、旧特定製品や旧

フロン類の早期引渡しを促すようお願いする。

なお、自動車リサイクル法本格施行日（平成１７年１月１日）以降第二種関係事務

が自動車リサイクル法の事務に移行することに加えて、自動車リサイクル法施行日以

後もフロン回収破壊法の第二種関係事務の一部がしばらく存続することについても留

意されたい。
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（別添１）

登録・許可番号の振り方について

１．登録・許可番号の構成

１）登録・許可番号は１１桁で構成する。

２）その構成は次のとおりとする。

・自動車リサイクル法を示す番号として、「２」とする。

・都道府県、保健所設置市（以下「都道府県等」という。）の番号として３

桁（別紙の都道府県等の番号（以下「県番号」という。））

・業の種類を示す番号として１桁、 ３）の表参照。）

・登録・許可業者の固有番号として６桁

＜登録・許可番号の構成＞

２ ０ １ １ １ ０ ０ ０ １ １ １

固有番号

業の種類を示す番号

県番号

自動車リサイクル法を示す番号

３）業の種類を示す番号は次表のとおりとする。

引取業 １

フロン類回収業 ２

解体業 ３

破砕業 破砕前処理のみ ４

破砕のみ ５

破砕前処理及び破砕 ６

４）登録・許可業者の固有番号（以下「固有番号」という。）は、次のとおり

とする。

・同一自治体において異なる事業者に同じ固有番号は付さないこと。

・固有番号は、自治体毎に付し、自治体間での調整は行わない。

・固有番号は、同一事業者が複数の業の登録・許可、変更許可若しくは更新

登録・許可を行った場合又は変更届があった場合であっても、変更しない

ものとする。また、業の全部廃止若しくは休止、更新手続きが無いため登

録・許可の失効又は登録・許可取消処分により、当該自治体において業が

行われなくなった場合は、当分の間、欠番として扱うものとする。
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＜別紙＞

県番号一覧

都道府県等名 県番号 都道府県等名 県番号

北海道 ００１ 滋賀県 ０２５

青森県 ００２ 京都府 ０２６

岩手県 ００３ 大阪府 ０２７

宮城県 ００４ 兵庫県 ０２８

秋田県 ００５ 奈良県 ０２９

山形県 ００６ 和歌山県 ０３０

福島県 ００７ 鳥取県 ０３１

茨城県 ００８ 島根県 ０３２

栃木県 ００９ 岡山県 ０３３

群馬県 ０１０ 広島県 ０３４

埼玉県 ０１１ 山口県 ０３５

千葉県 ０１２ 徳島県 ０３６

東京都 ０１３ 香川県 ０３７

神奈川県 ０１４ 愛媛県 ０３８

新潟県 ０１５ 高知県 ０３９

富山県 ０１６ 福岡県 ０４０

石川県 ０１７ 佐賀県 ０４１

福井県 ０１８ 長崎県 ０４２

山梨県 ０１９ 熊本県 ０４３

長野県 ０２０ 大分県 ０４４

岐阜県 ０２１ 宮崎県 ０４５

静岡県 ０２２ 鹿児島県 ０４６

愛知県 ０２３ 沖縄県 ０４７

三重県 ０２４
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都道府県等名 県番号 都道府県等名 県番号

旭川市 ０５０ 佐世保市 ０８０

札幌市 ０５１ 熊本市 ０８１

函館市 ０５２ 鹿児島市 ０８２

小樽市 ０５３ 岡山市 ０８３

仙台市 ０５４ 宇都宮市 ０８４

千葉市 ０５５ 富山市 ０８５

横浜市 ０５６ 秋田市 ０８６

川崎市 ０５７ 郡山市 ０８７

横須賀市 ０５８ 大分市 ０８８

新潟市 ０５９ 松山市 ０８９

金沢市 ０６０ 豊田市 ０９０

岐阜市 ０６１ 福山市 ０９１

静岡市 ０６２ 高知市 ０９２

浜松市 ０６３ 宮崎市 ０９３

名古屋市 ０６４ いわき市 ０９４

京都市 ０６５ 長野市 ０９５

大阪市 ０６６ 豊橋市 ０９６

堺市 ０６７ 高松市 ０９７

東大阪市 ０６８ 相模原市 ０９８

神戸市 ０６９ 西宮市 ０９９

姫路市 ０７０ 倉敷市 １００

尼崎市 ０７１ さいたま市 １０１

和歌山市 ０７２ 奈良市 １０２

広島市 ０７３ 川越市 １０３

呉市 ０７４ 船橋市 １０４

下関市 ０７５ 岡崎市 １０５

北九州市 ０７６ 高槻市 １０６

福岡市 ０７７ 藤沢市 １０７

大牟田市 ０７８ 青森市 １０８

長崎市 ０７９ 八王子市 １０９
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都道府県等名 県番号

盛岡市 １１０

柏市 １１１

久留米市 １１２

四日市市 １１３

前橋市 １１４

大津市 １１５

町田市 １１６

高崎市 １１７

豊中市 １１８

那覇市 １１９

注）藤沢市以降は、本事務連絡発出（平成１６年２月２日）以後に保健所設置市

となった市であるが、順次追記している。（最終改定：平成２５年２月）



- 1 -

（別添２）

整理番号

日付

登録予定番号通知書（案）

○○株式会社

代表取締役 ○○○○ 殿

都道府県知事・保健所設置市長

貴殿は、特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律（平成１

３年法律第６４号）に規定される第二種特定製品引取業者（第二種フロン類回収業者）の

登録を受けたものに該当するため、使用済自動車の再資源化等に等に関する法律（平成１

４年法律第８７号、以下「自動車リサイクル法」という ）附則第３条（第４条）に基づ。

き、自動車リサイクル法の本格施行日（平成１７年１月１日）から自動車リサイクル法第

４２条第１項（第５３条第１項）に基づく引取業者（フロン類回収業者）とみなされます

ので、あらかじめ登録予定番号とともに通知します。

なお、登録内容は下記のとおりです。登録は５年間有効で、継続される場合は更新の登

録が必要になります。

記

１．登録事業者名（法人にあっては法人名及び代表者氏名）

２．登録事業者住所または所在地

３．登録番号

４．登録年月日

． （ ） （ ）５ 引取業 フロン類回収業 を行うすべての事業所及び所在地 ○○県・市に限る

（、回収するフロン類の種別（フロン類回収業者のみ ））

①事業所名称 所在地 （回収するフロン類の種別）

②事業所名称 所在地 （回収するフロン類の種別）

・

・

・

⑩事業所名称 所在地 （回収するフロン類の種別）

以下余白


